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議案第８３号 

 

川崎市市税条例の一部を改正する条例の制定についての市長の専決処分

の承認について 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、議会の議決すべき事件について

特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると

認め、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、

承認を求める。 

 

平成２０年 ６ 月 ２ 日提出 

川崎市長 阿 部 孝 夫 
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   専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、議会の議決すべき事件について

特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると

認め、川崎市市税条例の一部を改正する条例の制定について次のとおり専決処

分する。 

 

平成２０年 ４ 月３０日 

川崎市長 阿 部 孝 夫 

 

川崎市市税条例の一部を改正する条例 

川崎市市税条例（昭和２５年川崎市条例第２６号）の一部を次のように改正

する。 

第１８条第４号中「及び区内に事務所、事業所又は寮等を有する法人でない

社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるもの」を削る。 

第２０条第１項第２号アからケまでを次のように改める。 

ア 次に掲げる法人 年額 ５０，０００円 

(ア) 法人税法第２条第５号の公共法人及び法第２９４条第７項に規定す

る公益法人等のうち、法第２９６条第１項の規定により均等割を課す

ることができないもの以外のもの（法人税法別表第２に規定する独立

行政法人で収益事業を行うものを除く。） 

(イ) 人格のない社団等（法第２９４条第８項に規定する人格のない社団

等をいう。以下この節において同じ。） 

(ウ) 保険業法（平成７年法律第１０５号）に規定する相互会社以外の法

人で資本金の額又は出資金の額を有しないもの（(ア)及び(イ)に掲げる法
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人を除く。） 

(エ) 資本金等の額（法人税法第２条第１６号に規定する資本金等の額又

は同条第１７号の２に規定する連結個別資本金等の額（保険業法に規

定する相互会社にあっては、令第４５条の３の２において準用する令

第６条の２３の２の規定により算定した純資産額）をいう。イからケ

までにおいて同じ。）を有する法人（法人税法別表第２に規定する独

立行政法人で収益事業を行わないもの及び(ウ)に掲げる法人を除く。イ

からケまでにおいて同じ。）で資本金等の額が１０，０００，０００

円以下であるもののうち、区内に有する事務所、事業所又は寮等の従

業者の数の合計数（イからケまでにおいて「従業者数の合計数」とい

う。）が５０人以下のもの   

イ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１０，０００，０００円

以下であるもののうち、従業者数の合計数が５０人を超えるもの 年額 

  １２０，０００円 

ウ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１０，０００，０００円

を超え１００，０００，０００円以下であるもののうち、従業者数の合

計数が５０人以下であるもの 年額 １３０，０００円 

エ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１０，０００，０００円

を超え１００，０００，０００円以下であるもののうち、従業者数の合

計数が５０人を超えるもの 年額 １５０，０００円 

オ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１００，０００，０００

円を超え１，０００，０００，０００円以下であるもののうち、従業者

数の合計数が５０人以下であるもの 年額 １６０，０００円 

カ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１００，０００，０００

円を超え１，０００，０００，０００円以下であるもののうち、従業者



－50－ 

数の合計数が５０人を超えるもの 年額 ４００，０００円 

キ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１，０００，０００，０

００円を超えるもののうち、従業者数の合計数が５０人以下であるもの 

  年額 ４１０，０００円 

ク 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１，０００，０００，０

００円を超え５，０００，０００，０００円以下であるもののうち、従

業者数の合計数が５０人を超えるもの 年額 １，７５０，０００円 

ケ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が５，０００，０００，０

００円を超えるもののうち、従業者数の合計数が５０人を超えるもの 

年額 ３，０００，０００円 

第２０条第２項中「若しくは第４号」を削る。 

第２３条の４第１項第１号中「法人でない社団若しくは財団で代表者若しく

は管理人の定めのあるもの」を「人格のない社団等」に改める。 

第２５条の１１の見出し、第２５条の１２の見出し及び第２５条の１３の見

出し中「法人等」を「法人」に改める。 

附則第８項中「第１６条第１項」を「第１５条の６第１項」に改める。 

附則第９項中「第１６条第８項」を「第１５条の９第１項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（法人の市民税に関する経過措置） 

２ 次項及び附則第４項に定めるものを除き、改正後の条例（以下「新条例」

という。）の規定中法人の市民税に関する部分は、平成２０年４月１日（以

下「適用日」という。）以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び適用

日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、適用日前
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に開始した事業年度分の法人の市民税及び適用日前に開始した連結事業年度

分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 改正前の条例（以下「旧条例」という。）第１８条第４号に規定する法人

でない社団又は財団（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９４条第

８項に規定するものを除く。）に対して課する平成１９年度分までの法人の

市民税の均等割については、なお従前の例による。 

４ 新条例第２０条の規定（同条第１項第２号ア(ア)に掲げる法人に係る部分に

限る。）は、平成２０年度以後の年度分の法人の市民税の均等割について適

用し、旧条例第２０条第１項第２号アに規定する法人税法（昭和４０年法律

第３４号）第２条第５号の公共法人及び同条第６号の公益法人等（防災街区

整備事業組合、管理組合法人及び団地管理組合法人、マンション建替組合、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可を受け

た地縁による団体並びに特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第

２条第２項に規定する法人を含む。）で均等割のみを課されるものに対して

課する平成１９年度分までの法人の市民税の均等割については、なお従前の

例による。 

 

 

  理 由 

 

地方税法等の一部を改正する法律が平成２０年４月３０日に公布され、市民

税等について一部改正が行われたが、そのうち法人の市民税の規定の整備等に

ついては、同月１日から施行されることとなり、早急に川崎市市税条例の一部

を改正する条例を制定する必要が生じたため 


